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心身障害者の「軽自動車税・自動車税・
自動車取得税」が減免になります

市役所の組織変更 窓口が変更になります

　４月１日から組織の一部を次のとおり変更しま
した。
●課の新設
・道路管理課（管理係・用地係）
・道路整備課（道路街路係・道路維持係）
●課の廃止
・建設課
・市街地整備課
●係の新設
・市民活動推進課　施設運営係
・都市計画課　市街地整備係
●係の廃止
・子育て支援課　金屋保育所※保育所休所のため

●市民活動推進課窓口の変更
★市民活動推進課☎�１１１８　

　市民活動推進課 
　市民活動推進係、人権推進・男女共同参画係
　旧　はにぽんプラザ　　   新　市役所３階
※はにぽんプラザ及び「はにぽん」に関する業務は、　
　施設運営係（☎�０８２８）がはにぽんプラザ 
　で行います。

●狂犬病予防業務の窓口変更
★環境推進課☎�１１７３　

　旧　本庄市保健センター
　新　環境推進課（市役所４階）
※手続きは、環境産業課（アスピアこだま内）で　
　も受け付けます。

★企画課☎�１１５７

★障害福祉課☎�１１２５・蕭�１９６３

　下表に該当する心身障害者が要件を満たした場合、通院・通学や生業等のために
使用する軽自動車・普通自動車等のうち、障害者１人につき１台に限り、軽自動車
税・自動車税・自動車取得税が減免になります。

【要件】次のいずれかに該当する場合

①　車両の所有者及び運転者が該当者本人又は、該当者と生計をともにする人の場合
②　該当者のみで構成される世帯が所有する車両を、常時介護する人が運転する場合　
※軽自動車税の減免ではその他該当する場合があります。詳しくは、課税課へお問い合わせください。

【手続き】

【減免の対象となる障害の区分及び級】

軽自動車等※毎年申請が必要 普通自動車

申請場所
課税課（市役所１階）
※継続申請の人は、市民福祉課（アスピアこ
だま内）でも手続きできます。

県内各県税事務所、自動車税事務所及び各支所（大宮・
熊谷・所沢・春日部）

手続きに
必要なもの

・身体障害者手帳　・療育手帳　・精神障害者保健福祉手帳と自立支援医療受給者証
・納税義務者の印鑑　・運転者の自動車運転免許証　・自動車検査証　・納税通知書
・納税義務者の通知カード又はマイナンバーカード（個人番号カード）※普通自動車は不要　　　　　　　
※その他、必要な書類がある場合があります。

申請期間 ５月１日㈪～31日㈬ ～５月31日㈬
※減免登録済みの場合は改めて申請を行う必要はありません｡

問合せ先 課税課☎�１１２２・蕭�１１９１
市民福祉課☎�１３３３・蕭�１１９１

《自動車税の問合せ》
本庄県税事務所☎�６１００・蕭�２８４４

《自動車取得税の問合せ》
自動車税事務所熊谷支所☎ 0 4 8 − 5 3 2 − 8 0 1 1

手帳の種類及び障害の区分 減免の対象となる障害の級

身
体
障
害
者
手
帳

心臓､ じん臓、呼吸器、小腸、ぼうこう又は直腸 １級又は３級
体幹 １級から３級まで及び５級
聴覚 ２級又は３級

視覚 １級から３級まで及び４級の１（４級のうち両
眼の視力の和が 0.09 ～ 0.12）

音声又は言語機能 ３級（こう頭が摘出された場合に限ります。）
平衡感覚 ３級
上肢 １級又は２級
下肢 １級から６級まで
乳幼児期以前の非進行性脳病変による運動機能（上肢） １級又は２級
乳幼児期以前の非進行性脳病変による運動機能（移動） １級から６級まで
ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能、肝臓 １級から３級まで

戦傷病者手帳 身体障害者手帳の減免の範囲に準じます。
療育手帳 Ⓐ又は A

精神障害者保健福祉手帳 １級で、かつ障害者総合支援法に規定する精神
通院医療を受けている人

※障害名が「左半身不随」のような場合は、障害の区分ごとの等級（上肢○級、下肢○級）により判定します。
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